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rビヴァリッジ・リポート』の性格に関する一考察
AStudy　of‘Beveridge　Report’
押　　尾　　直　　志
　　Tadayuki　Oshio
序
　現代のイギリスにおける社会保障論・社会福祉論の主要なアブP一チの一つとして注目される
のは，RADICAL　SOCIAL　POLICY急進的社会政策論（あるいは民主社会主i義的社会政策論）であ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）る（本稿では以下，便宜的に福祉国家論と呼ぶ）。福祉国家論は社会保障の資本主義的経済社会システ
ムとの内的関連や相互作用に視点を据え，近年の社会保障の後退局面を社会政策の「経済的政治
的システム弱体化の効果」一同時に，「システム維持の効果」を合おせ持つとされる一や，「福
祉準備の二重構造」，すなわち「つねに福祉国家の中心的特徴となってきた公的福祉サーヴィスの
貧困と私的な民間の福祉サーヴィスにおける豊かさとの格差あるいは二重性」の長期的傾向と保
守党の「国家活動削減による私的準備Private　Provisionの拡大」政策すなわちPrivatisation
　　　　　　　　　　　　②などの要因によって説明する。福祉国家論は，社会保障の「システム維持的役割」を認めながらも，
資本主義経済に対する人間の意識的コソトロールの拡大としてその発展を強調する立場である。
　サッチャリズム，レーガノミクスあるいは臨調『行革』路線に象徴される社会保障・社会福祉
見直し・再編政策を，近年社会政策分析へのアプローチによって開発された枠組を採用して，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）「国家活動を削減し私的準備の拡大を図るための政策」として位置づける。福祉国家論は，戦後
史的過程に則して福祉国家政策の果す改良的「効果」を重視する立場からマルキシズムの「社会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）主義が歴史的に不可避なものであるという初期の見解の誤り」を指摘し，社会主義への漸進的，
民主主義的な展望を見い出そうとする試みである。
　しかしながら，福祉国家論の「改良主義的社会主i義」は，「消極的集産主義者」（Reluctant　CQ1・
1ectivists），ビヴァリッジ（W．　Beveridge），ケイソズ（J，　M．　Keynes）あるいはガルブレイス（J・
K・Galbraith）などの社会思想に少なからず影響を受けているとの印象を免れない。けだし，福
（1）V．George＆P．　Wilding，　Ideology　and　Social　Welfare，1985．（Routledge＆Kegan　Paul
　LTD．）／V．　George，　Social　Securil　P　and　Societン，1973．（Routledge＆Kegan　Paul　LTD，）／Pa・
　padakis＆P．　Taylor－Gooby，　The　Private　Provision　o／Public　Wel／are，1987．（Wheatsheaf
　BOQks）などを参照されたい。
（2）　Papadakis＆Taylor－Gooby，　op．　cit．，　p，171．
（3）　1bid．，　p．10．
（4）George＆Wildi㎎，　op．　cit．，　P・147．
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祉国家論は資本主義的社会関係の本質的矛盾とそこから生ずる階級闘争の重要性から注意をそら
し，資本主義的経済社会システムと国家活動の相互関係を変質せしめ社会保障と私的保険の関係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）を曖昧にしたまま，国家活動の「質量的改善」による体制変革の可能性を追求しているからであ
る。
　本稿では，このような問題意識と以下に挙げる若干の理由から，イギリスの社会保障制度ない
し福祉国家政策の制度的，思想的基礎を確立したと言われる，いわゆるrビヴァリッジ・リポー
ト』（“SOCIAL　INSURANCE　AND　ALLIED　SERVICES”：REPORT　BY　SIRW工LLIAM　BEVERIDGE，
1942）の考察を試み，従来必ずしも十分に研究され尽くしたとは言い難いrビヴァリッジ・リポ
ート』の私的保険市場の整備，拡大策としての，否独占的保険資本の積極的保護・促進政策とし
ての側面を明らかにすることが目的である。
　すなわち，まず第一にrビヴァリッジ・リポート』が戦後のイギリスの社会保障・社会福祉制
度ないし福祉国家政策の出発点となったこと，第二に福祉国家論の理論的枠組・前提がビヴァリ
ッジの社会保障プランにかなり制約されていると考えられること，第三に伝統的社会政策論およ
び社会保障論・社会福祉論あるいは保険論のrビヴァリッジ・リポート』に対する理解，評価に
は社会保障・社会福祉見直し・再編政策を分析，解明する視点が欠落していること，などである。
1．　国民保険法下の簡易生命保険会社とrビヴァリッジ・リポート』
　周知のごとく，1945年のイギリスの総選挙において，チャーチル（W．CHURCHILL）率いる保
守党は予想外の大敗北を喫し，労働党が政権の座に着いた。労働党政権は下院で圧倒的な過半数
を占め，社会改良プPグラムに着手した。労働党の指導部はビヴァリッジの社会保障プランの柱
をなす「保険原理」を受け入れたが，労働党左派を中心とする党員や多数の低賃金労働者を含ん
でいるT＆GWU・NUGMWなどの労働組合はそれに反対した。また，　TUCは社会的諸条件
を改善する必要な手段であるとして拠出制保険に関するビヴァリッジ提案や官僚的集産主義を支
　　（6）
持した。
　rビヴァリッジ・リポート』の草案について，大蔵省は当初財政的理由や完全雇用政策の有効
性の問題などからこれに反対を表明した。しかし，ケインズは直接税のシステムの改革なしには
ただちに実行不可能だが，拠出制保険は福祉費用を雇用者にも負担させる便利な手段であり，ビ
ヴァリッジ・プランは我々に与えられているもっとも安価な選択肢であるので，大蔵省が細心の
注意を払。て鯉すれぽ馳される財政的姻難は避けられ得るとして。漉支持課。
　労働党政権による社会改良プログラムによって，以下のような制度が実施された。すなわち，
家族手当法（The　Family　Allowance　Act　1945），国民保険および国民保険労働災害法（The　National
Insurance　and　National　Insurance（lndustrial　Accident）Act　1946），国民医療保健制度（The　Na・
（5）　1δゴ4．，P．67．
（6）　P．Thane，　The　Foundations　o／the　Vl’elfare　State，1982．（Longman），　pp．248－249．
（7）　Ibid。，　p．252．
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tional　Health　Service　Act　1946），国民扶助法（The　National　Assistance　Act　1948），および児童法
（The　Chiユdren　Act　1948），などである。　rピヴァリッジ・リポート』に依拠してこれら一連の社会
保障立法が制定され，福祉国家としての体裁は一応整えられることになった。しかし，「労働党
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑧政府の社会改良は以前に達していた状態にいっそうの改善を加えたものであった」。労働党ぼか
りでなく保守党も福祉立法の枠組を基本的に受け入れ，この後イギリスの二大政党は今日まで福
　　　　　　　　　　　　　　　⑨祉国家政策を堅持することになる。これらの社会保障立法は制度的，思想的に『ビヴァリッジ・
リポート』にほとんど全面的に依拠していたが，後述するようにその中で立案，提言された社会
保障プランはあくまで「伝統的な考え方」（George，　V．）の域を脱してはいなかった。労働党政
府の社会改良政策に対しては，イデオロギー的立場の違いから当然評価が分かれる。たとえぽ，
P．テインは，「保守党政府のもとでよりも，十分に立法措置が図られ」，「普遍的なサーヴィスの
ためのより効率的な行政構造と最低水準の設定への最初のステップ」になり，「国民の社会的公
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳正のために意識的に国家の力を活用しようとする新しいアプローチ，すなわち，‘福祉国家’」政
策が導入されることになったと評価している。これに対し，V．ジョージは労働党政府の社会保
障政策について，「なにひとつ根本的な転換を図ろうとしなかった」だけでなく，社会保障政策
の目標が保守党や自由党と「本質的に選ぶところがない」ことをさらけ出し，「改良された資本
　　　　　　　　　　　　　　　　　（10主義システムのいちばん熱心な唱導者」になったと手厳しい。
　ところで，rピヴァリッジ・リポート』が第二次大戦中，保守党主導の戦時連立政権のもとで
社会保険制度および関連サーヴィスの全般的な改革を図るために任命された，失業問題の権威者
でケインジアンのピヴァリッジを委員長とする特別委員会によって取りまとめられたことは周知
のところである。当時の社会保険制度はピヴァリッジ自身がそのrリポート』の冒頭に書いてい
るように，「完全とは程遠く」，「断片的なもの」であった。しかも，「制度間での調整はほとんど
なく」，行政上の管理も「政府部内の諸部門にまたがっていた」。「掛金や給付率にも相違があり」，
「給付や手当は肉体的な生存のためのぎりぎりの必要」を辛うじて満たすだけのものにすぎず，
当時の社会調査の厳しい水準によって測定された人間の必要を満たすにはまったく「不十分」で
あった。実際に制度が存在しているにもかかわらず，「1930年代にはイングランドとウェールズ
で労働階級家族の10～15％が根本的な貧困Primary　Povertyに喘ぎながら生活していたが，こ
の貧困の4分の3から6分の5は稼得力の中断に起因していた」。
　1942年1月27日，国務大臣グリーンウッド（A．Greenwood）は下院において，ビヴァリッジ委
員会の権限により，従来の制度では保障されていなかった死亡給付（Death　Benefits　with　any
（8）　lbid．，　p．267．
（9）森嶋通夫教授は，労働党だけでなく保守党すらも「労働者に迎合して福祉国家の建設に励」んだと述
　べているが，資本主義的社会システムにおける福祉国家政策の機能・役割については触れられていない。
　『サッチャー時代のイギリスーその政治，経済，教育一』（岩波新書）1988年。
⑩　Thane，　op．　cit．，　p．　267．
⑳　George，　op．　cit．，　pp．2527．
⑫　M．P．　Hall，　The　Social　Service　of　Modern　England，1952．（Routledge＆Kegan　Pau1　LTD．），
　P．29．
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other　risks）を新たに追加する方向で国民保険制度の改革を提案することを報告した。『ビヴァリ
ッジ・リポート』では，社会保障プランの中の必須の部分としてすべての死亡に対してこの給付
を準備することと同時に，1911年の国民保険法によって設置された認可組合システムを廃止する
ことを提案したのである。ビヴァリッジ社会保障改革プランはまさしくこの二点に集約されると
言っても過言でない。したがって，ビヴァリッジ社会保障プランの性格や歴史的使命は，1911年
国民保険法とそれ以降の簡易生命保険会社を中心とした生命保険市場の構造変化を踏まえて，こ
の二点の提案内容がもつ意味を検討することによって初めて明らかにされると考えられる。
　当時の社会保険制度（1911年国民保険法）は健康保険と失業保険から成り立っていたが，健康保
険はすでにこのような業務に経験を有している団体，すなおち簡易生命保険会社，友愛組合，集
金組合，協同組合保険会社ならびに労働組合などの民間団体が国の代行機関としての認可組合の
設置を認められ，これらの機関を通して取り扱われた一ただし，未組織，低賃金の労働者の場
合には友愛組合にも加入できないため，郵便局から国民保険制度委員会（The・National　Insurance
Committee）に直接掛金を払い込むことによって受給資格を得られることになっていたが，彼らの
大部分は掛金の負担能力がなく，加入できなかった一。しかも，これらの認可組合は従来の事
業については国家の介入をいっさい受けないことを保証されたのである。そのため，認可組合の
管理システムについては批判が高まり，早くも1926年にはロイヤル・コミッションによって認可
組合の健康保険管理システムの調査が実施された。調査結果は『リポート』にまとめられ，それ
ぞれの認可組合の健康保険サーヴィス間の調整が不足していること，および給付水準に地域的な
格差が生じていることが指摘された。提案された改善策のながには，認可組合の廃止を求める少
数意見もこのときすでに含まれていた。しかし，結果的には財政的な理由から制度上の変更はな
んら加えられながった。もっとも，政府の歳入不足を補うには国民保険はもっとも便利な仕組み
であることを創設者のロイド・ジョージ（Lloyd　George）自身が認めている。つまり，国家にとっ
て社会保険制度は直接税の隠蔽された形態で，大衆課税の有効な手段であり，また国家による巧
妙な国民収奪の仕組みでもある。社会保険制度がたとえアクチュアリー的に成立しなくなっても，
法律上の擬制（ALegal　Ficti・n）として存続することは，多くの国の社会保険制度によって十分
に実証される。
II．　ビヴァリッジ社会保障プランの簡易生命保険事業への影響
　このような特殊な事情のもとで，ビヴァリッジの社会保障プランがいかなる意図をもち，また
使命を担ったのかという問題意識に立ってrビヴァリッジ・リポート』を分析・究明することが
あらためて必要となる。rビヴァリッジ・リポート』では「任意保険の範囲」について，次のよ
うに述べている。
　すなわち，「任意保険が実際のニーズを満たすかぎり，それは（社会……筆老）保障の必須の一
部分を成す；任意保険にその範囲と奨励策が与えられなけれぽならない。（中略）任意保険に対し
て国家の活動を検討する場合，任意保険がすでにさまざまな分野で発展してきたその程度と，違
　（301）　　　　　　　　『ビヴァリッジ・リポート』の性格に関する一考察　　　　　　　　　　217
　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　った環境に注意が払われなければならない。」。
　ビヴァリッジが社会保障プランの策定にあたって任意保険に重要な地位を与え，かつ意義をも
たせたことは明らかである。ビヴァリッジにとって民間保険市場の整備，再編は不可欠であった。
ビヴァリッジは「あらゆる種類・規模の認可組合はほとんど地域的な結びつきがなく，しばしぼ
社会的利益を有しない」ことを批判していたので，認可組合を廃止することは彼にとって実際不
可避であった。さらに，ビヴァリッジは死亡給付の導入を簡易生命保険問題の解決と関連させて
ひじょうに重要視している。埋葬費用準備に対する基本的で，普遍的なニーズが簡易生命保険の
前提となるが，国家がこれを強制社会保険のかたちで独占事業（AMonopoly　Corporation）として
実施することにより現在の簡易生命保険のコストのごくわずがな部分で満たされ得る。これが，社
会保険制度の中に普遍的なニーズとしての埋葬準備のための給付（Funeral　Grant）を導入しよう
とする理由であると説明されている。その他のニーズについては強制保険（Compulsory　lnsurance）
よりもむしろ，任意の事業（生命保険や貯蓄など）によってまかなわれるべきであるとされた。
　しかし，とくに注目されるのは，ビヴァリッジ自身社会保険と任意保険事業の発展の一定の関
係をはっきりと認めていることである。ほとんどの主要な簡易生命保険会社と友愛組合はこの30
年間，つまり1911年の国民保険法施行以降急速に成長してきたが，その成長は実際国民保険法にも
とつく健康保険の取り扱いと密接にがかわっている。これらの簡易生命保険会社や友愛組合は自
らの主要な保険事業と結びつけて，同じ集金員（Collectors）を通じて社会保険としての健康保険を
取り扱ってきた。認可組合は健康保険制度によって保障される全被保険者のほぼ半数を扱ってい
たのである。集金員はそれぞれの保険会社や組合にとって主要な保険事業拡張のエイジェントで
ある。最大手の簡易生命保険会社であるプルデンシャル社（The　Prudential　Assurance　Co．　Ltd．）
の場合，集金員は保証給，認可組合に関する仕事に対する支払い，簡易生命保険・普通保険部門の
新契約獲得高および利潤の分け前などによって報酬の支払いを受け取ることになっていた。大規
模な簡易生命保険団体においてはプルデンシャル社と同様，集金員はデビット・システム（Debit
S・…m）によ蝶金する保険料噸の増泳応じて保険料の一定割合を報酬として受け取譜。
さらに，集金組合，とくに五大集金組合の場合には終身保険契約をもとにして保険料の一定割合
がエイジェントに支払われた。新契約には最初の十数週分の保険料の全部を，また集金された保
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　険料の「増加」によって定期的に賞与も支払われた。
　ビヴァリッジ委員会の調査によって明らかなように，大手の簡易生命保険会社や友愛組合・集
金組合などは社会保険としての健康保険取り扱いを市場戦略の有力な手段として利用し，報酬制
度によってエイジェントに新契約獲i得の強い「圧力」をかけて簡易生命保険事業と普通保険事業
の激しい市場競争を展開していたのである。簡易生命保険事業協会（The　Industrial　Life　Offices
Association）や保険労働組合会議（The　Insurance　Unions　Congress）の代表の証言から，その事
⑬　W．H．　Beveridge，　Social　Insurance　and　A〃ied　Services，　Cmd．　HMSO，1942，　p．143．
04　　1bid．，　p．251．
a＄　1bid．，　p．252。
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　　　　　　　　　　　　　　⑯実の存在と実態が明らかとなった。とくに，大手簡易生命保険会社は，社会保険取り扱い代行機
関としての立場を最大限に利用し，報酬を見返りに「不当」で「過酷」な「圧力」をエイジェソト
にかけながら業容拡大競争を展開して市場の独占化をすすめていった。過剰な業拡競争と独占化
にともなう矛盾は不可避的に大量の「失効契約」を生ぜしめ，多くの保険契約者に損失を与えな
がら転嫁されたのである。全国生命保険労働組合（The　National　Ama19amated　Union・of・Life・As・
surance　Workers）はコーエン委員会（The　Cohen　Committee　for　1929）で，「大量失効は過剰販売
　　　　　　　　　　　　　　　aのにその原因がある」ことを証言した。
　rビヴァリッジ・リポート』によれぽ，国民保険法制定の前年の1910年に全簡易生命保険団体
の総保険料収入は1939年のそれのおよそ4分の1であった。1939年には保有契約件数は1億300
万件で，イギリスの男女，子供一人当たり2．25件以上の普及状況であった。また，保有契約金額
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑱は16億6800万ポソド，保険金積立額は4億5500万ポンドにのぼった。これらの事業成績の5分の
4は簡易生命保険会社14社によって占められ，残りの5分の1を集金組合146組合で分け合って
いた。また，簡易生命保険会社は満期保険金の8分の7を支払った。この事実は，普通保険，と
くに養老生命保険のいっそう大きな発展の可能性を示していた。簡易生命保険会社が占有してい
た普通保険の保有契約件数の割合は全体のおよそ4分の3ほどではあったが，それらは契約金
　　　　　　　　　ag）額が比較的大きかった。主要な簡易生命保険団体の1937年における簡易生命保険および普通保険
事業成績によると，プルデンシャル社は両部門とも主要8社の総保険料収入の約50％を，また主
要10社および全集金組合の簡易生命保険の総保険料収入の約35％を，普通保険の総保険料収入の
　　　　　　　　　　　⑳44％をそれぞれ占めていた。ほとんどの簡易生命保険会社と大規模な集金組合は簡易生命保険に
加えて普通保険を取り扱っていたが，普通保険の大半はすでに簡易生命保険に加入している契約
者から獲得された契約であった。プルデンシャル社では，普通保険の保険料収入は国民保険法施
行時の1911年には481万2268ポソドであったが，30年後の1941年には1459万8319ポンドと実に3
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　⑳倍に増大し，簡易生命保険料収入のほぼ60％にも達していた。
　このように簡易生命保険市場は当時，簡易生命保険団体間の過当競争を通じて主要な簡易生命
保険会社，とくにプルデンシャル社による市場支配，したがってまた独占がすでに形成されつつ
あっただけでなく，普通保険事業の市場も大手会社の経営戦略によって急速に拡大されつつあっ
たのである。
III．　ビヴァリッジ社会保障プランにおける任意保険
　ビヴァリッジが社会保障プランの策定にあたり，任意保険に重要な地位を与えたことは，以上
の民間保険事業の状況および市場構造から改めて注目されることである。ビヴァリッジは完全雇
（⑥　　Ibid．，　p．254．
aり　　lbid．，　P．266．
ag，　（⑨　　Ibid．，　p．250．
⑳　　lbid．，　p．262．
（2】）　lbid．，　p．250。
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用を前提に，おもに「稼得能力の中断」に起因する「生理的貧困」を一掃する社会保障制度を確
立するために「拠出原則」にもとつく保険制度を中心にしてその体系化を図ろうとした。社会保
障の範囲について『リポート』では，次のように述べられている。
　すなわち，「r社会保障』という言葉はここでは，失業，疾病あるいは災害によって稼得が中断
されるときにそれに代わる所得保障のため，老齢による退職に備えるため，自分以外のものの死
によって扶養を受けられなくなる場合に備えるため，出生・死亡・結婚にともなう例外的な支出
をまかなうために使われる。主として，社会保障は最低限の所得の保障を意味する。しかし，
（このような意味での……筆者）所得保障の準備はできるだけ早く稼得の中断を終わらせるように考
案された措置と結びつけられなけれぽならない」。
　ビヴァリッジは，「社会保障」を「稼得能力の中断」に対する「所得保障」と規定している。
既述のごとく，ビヴァリッジは「保険原理」にもとついて社会保険制度を中心に社会保障プラン
を練り上げた。ビヴァリッジが社会保障を「所得保障」と規定しているのは，まさしく彼の社会
保障プランが任意保険を含む「保険原理」によって構成されていたからにほかならない。ビヴァ
リッジ社会保障プランの中で，任意保険の「範囲」と「奨励」策がこのように明確に規定され，
ユ911年の国民保険法のもとでの健康保険の取り扱い代行機関に代おって，国家社会保障制度の中
により積極的に組み込まれることになったのである。これは，ビヴァリッジが提起した「社会保
験の六原則」（Six　Principles　of　Social　Insurance）のうちのもっとも重要な原則である「フラット
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈱・レート原則」（Flat　Rate　of　Subsistence　Benefit　and　Contribution）（均一拠出・均一給付原則）か
らも裏づけられよう。ビヴァリッジは社会保障プランにおける任意保険の位置について，国は，
「各人が自分自身と家族の生活保障準備のために社会保険の支給額に上積みするように自主的活
動の余地を残すべき」であり，また，「法律によって任意保険のための余地と刺激を残し，それ
　　　　　　　　　ゆを奨励する必要がある」，と述べている。
　既述のごとく，大手簡易生命保険会社は市場での独占形成を背景に普通保険事業の業容拡大を
めぐって熾烈な競争を繰り広げていた。民間保険市場が1911年の国民保険制度の「保険思想涌養
　　　　　　　　㈱および市場開拓機能」に支えられ，簡易生命保険だけでなく普通保険の普及によって急速に拡大
する中で，国家活動の領域に「市場原理」を持ち込み市場介入することで過当競争を排除し，中
小保険会社・団体を規制，淘汰するとともに，独占的保険会社の市場支配をさらに促進すること
が可能であった。
　さらに重要な点は，1911年の国民保険法のもとで労働組合にも認められていた健康保険取り扱
N・代行機関としての地位が，『ビヴァリッジ・リポート』では巧妙に奪われてしまったことであ
る。rリポート』では，均一の強制掛金に対する不均等給付の問題がそのメンバーに独自の任意
（2⇒　Ibid．，　p．120．
㈱　　lbid．，　p．121．
⑫の　　1bid．，　p．143，
㈲　拙稿『社会保険と保険理論一帝政ドイツ社会保険を中心として一』（『保険学雑誌』第507号），1984
　年，およびrイギリス社会保険制度創設の意味』（r保険学雑誌』第513号），1986年。
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給付を追加提供している友愛組合や労働組合の認可組合としての存続と深く関係していることを
　　　　　　　　　　　　　　　㈱認可組合制の廃止理由に挙げている。イギリスでは労働組合は比較的賃金水準の高い労働者層を
中心に組織され，その組合員に対して独自の保障制度を実施していたので，1911年の国民保険法
の施行に際し簡易生命保険会社や友愛組合・集金組合，協同組合保険会社と同様に認可組合を設
置して健康保険事業を管理・代行することを認められたのである。しかし，労働組合はその他の
認可組合と異なり任意給付の提供を営利事業として実施していたわけではない。ビヴァリッジの
社会保障プランの中心をなす認可組合の廃止案が，独占的簡易生命保険会社の市場支配の促進と
中小保険会社・団体の規制，淘汰，さらには労働組合の排除をも目的とするものであったとの理
解を正当化するであろう。
　また，労働組合は国民保険法によって国家機関のエイジェントとして失業保険給付の管理・代
行を認められたただひとつの団体であり，その取り扱いに要する管理費として国の補助金を受け
取っていたが，「労働組合の内部でさえ失業に対する任意保険の領域は制限され，成長の兆しは
まったくない」として健康保険の認可組合と同様，廃止すべきであることも提言されたのである。
この失業保険制度は，職業紹介所制度（Labour　Exchanges）の実施（The　Lavour　Exchanges　Act
1909）にとって望ましい補完的制度であるとのビヴァリッジの1907年の勧告にもとついて，1911
年の国民保険法に初めて導入された。それまでは失業問題について，イギリスの「ブルジョア的
政治屋とr社会主義的』日和見主義者は……（プロレタリァ的下層・…・筆者）にあまり注意をはらっ
　　㈱ていな」かった。
　ビヴァリッジは短期失業の影響を重視し，労働市場の組織化と流動化政策の核心として失業保
険を提案したのである。失業保険は保険料の拠出能力のある所得層を対象に，ケイソズのいわゆ
る「非自発的失業」に対して「所得保障」を提供する制度で，完全雇用政策と補完的な関係にあ
った。失業保険は当初肉体労働者と一定額以下の所得者層だけを対象とするきわめて限られた内
容の制度であった。失業保険は早くも1920年代には長期的な「構造的失業」に対して十分対処し
得ないところをさらけ出し，世界恐慌によって破綻を来して1934年にはついに失業扶助を含む失
業法の制定が余儀なくされた。公的扶助としての失業扶助の実施はたしかに，救貧法のような
「救済の拒否ではなく，少なくとも理念上は生存権の具体化を意味するものへとすすんだ」。と
はいえ，失業保険給付の所定の受給期間経過後「非人間的」，「屈辱的」なミーンズ・テスティド
を条件とする失業扶助は社会保険料の拠出能力のない低所得者・貧困層をたえず温存し，再生産
することを可能にした。
IV．『ビヴァリッジ・リポート』の性格
『ビヴァリッジ・リポート』がたとえ制約された範囲内ではあったにしても，資本主義システ
㈱　Beveridge，　op．　cit．，　p．15．
⑫7）　Ibid、，　p．143。
㈱　レーニソ著『資本主義の最高の段階としての帝国主義』（国民文庫，大月書店）1983年，p．137。
協　高島進稿「イギリス＝救貧法」（r講座社会保障3』至誠堂）1959年，p・281。
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ム下での包括的かつ体系的な社会保障制度と「生存権理念」の確立・発展のうえで一定の役割を
果したことは争う余地がないであろう。しかし，これまで述べてきたように，『リポート』はあ
くまでも「保険原理」に立脚した自助制度（Self－Help）の社会的承認のためのプログラムである
と同時に，独占的保険会社の市場支配の促進・市場開拓のための政策という側面を色濃くもって
いた。
　資本主i義社会においては生産要素としての「労働」としてしか生存できず，たえず「悲惨」で，
「無知」で，「不道徳」で，「怠惰」で，「過剰」な労働者や勤労老が少なくとも人間であることを
基本的，社会的に承認される見返りとして，自助制度によって生存する「権利」を与えられたの
である。国民保険は「個々人に国家と法的な，半契約的な関係を結ぶことを要件として自力本願
（Self－reliance）を強制する」。そして，それが不可能ならぽ，「非人間的」，「屈辱的」なミーン
ズ・テスティドを条件に公的扶助によって要被救済貧困層としてのみ「生存」する「権利」を与
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ゆえられるのである。公的扶助が「エリザベス救貧法の直接の流れを汲む制度」で「救貧法的な特
質」を受け継ぎながら，「両者は段階的に異なる存在であ」り，部分的には「社会保障への前進
　　　　　を示すもの」であるとしても，公的扶助は保険料拠出能力がなく国民保険制度から脱落した要被
救済老を特殊「階層」化し，維持，温存する制度である。したがって，それは冷徹な「保険原
理」にもとづき，保障範囲を「最低生存水準」までに厳しく制限しながら独占的保険会社への市
場提供を目的に構築された資本主義的社会保険制度の矛盾・差別を正当化する制度であるという
ことも正しく認識される必要がある。
　ビヴァリッジは，公的扶助が社会保障プランにおいて不可欠の補助的な方法であることを認め
ながらも，社会保険が通常生存に必要とされるあらゆる「所得保障」のために機能するように考
案されているので，年金への移行期間を経て消滅することになり，当初からその範囲は狭められ
ていると述べている。ビヴァリッジ委員会にとって失業対策のための財政的困難にいかに取り組
むかが最大の懸案であったことは言うまでもない。そのため，rリポート』では失業の範囲が厳
しく制限されたのである一それにもかかわらずビヴァリッジ案は1946年社会保険法において
受け入れられず，それ以降の社会保障改革でも，ますます厳しい条件がつけ加えられてきている
一〇
　戦後，一連の社会保障立法が制定されて間もなく，1960年代には国民保険法のもっとも重要な
基本原則であったビヴァリッジの「フラット・レート原則」が崩れ，いわゆる「貧困の再発見」
によって図らずも国民保険法の矛盾・差別が表面化し，公的扶助制度が国民の「権利」として規
（30）　H．Dean，　Social　Security　and　Social　Control，1991．（Routledge＆Kegan　Paul　LTD．），　p．
　58．
（30　Hall，　op．　cit．，　p．28．
働　高島，前掲稿，p．282。
㈹　柴田嘉彦稿「資本主義の発展と社会保障・社会福祉」1989年，（『社会保障・社会福祉事典』労働旬報
　社），　p．4660
《男）　Beveridge，　op．　cit．，　p．12．
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定されることになった。それゆえ公的扶助は社会保障・社会福祉制度における選別主義Selectiv－
1smの傾向をさらに強化することになった。
　ビヴァリッジは，『手記』の中で「社会保険は階層と人々の間でも，また所得と所得喪失の間
でも直接に所得の再分配によってその主たる目的を遂行する」と述べ，国民保険制度が諸階層間
の「所得再分配」によって貧困を一掃することを目的にしていることを強調しているが，rリポ
ート』では「国民保険で意味する階層Insurance　Classesというのは，通常用いられるような
　　　　　　　　　　　　経済的・社会的階層でない」との理解に立って「正しい分配とは……異なる生産要素，すなわち
土地，資本，経営，労働の間における分配……を意味するのではな」く，「購買力の分配が賃金
　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲労働者の問でより適切におこなわれること」であると規定している。つまり，ビヴァリッジの意
図する「正しい（再）分配」とは，経済的・社会的階級間の「富の再分配」ではなく，あくまでも
労働者・勤労諸階層の間での階級内自助制度としての「所得の再分配」であった。
結びに代えて
　現在，イギリスではポスト＝サッチャー時代の社会保障・社会福祉をめぐって新たな局面を迎
えている。サッチャー前政権のもとで『ビヴァリッジ・リポート』以来，「もっとも革新的な社
会保障制度改革」（Baldock，　J・）が企図されたが，皮肉なことに社会保障予算はその後も年々膨張
し続けている。しかし，福祉国家論が福祉見直し・再編政策の分析のためのアブP一チとして採
用するフレーム・ワーク，つまり「私的準備の拡大をおもに国家活動（サーヴィスの準備，補助金あ
るいは規制において）の削減として理解しようとする」試みによれぽ，福祉準備の二重構造はつね
に福祉国家の中心的特徴であり，私的福祉の拡張ないしプライヴァティゼイションは保守党支配
にのみ起因さすべきでなく，長期的傾向と結びつけられる。この10年間に私的健康保険と企業年
金が一時的にブームとなったが一私的健康保険のブームは急速に終わりを告げた一，それら
の傾向は必ずしも保守党政権の登場と直接結びついておらず，むしろ保険会社が生き残りのため
に事業改善を図っていかなけれぽならない不断の圧力から生じたという。さらに，民間事業化さ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㈲れた福祉の内容やその効果を公的福祉と区別するのは難しい，とされる。このような福祉準備の
二重構造に対し，福祉国家論は「公的施策の質量的改善」を提言するのである。したがって，福
祉国家論は福祉国家政策の「改良的効果」を重視する結果，資本主義的社会関係の矛盾を修正す
るための福祉国家政策の基本的な枠組を承認していると解さざるを得ない。福祉国家論の議論の
前提が，『ビヴァリッジ・リポート』で意味する「所得保障」としての社会保障であり，社会保
㈲　Papers　by　W．　H．　Beveridge　to　Interdepartmental　Committee　on　Social　Insurance　and　Allied
　Services．（ii）The　Sca互e　of　Social　Insurance　Benefits　and　the　Probiem　of　Poverty，1942，
　P．R．0．　Cab．87／79．
tl6）　Beveridge，　o少．　cit．，　p．122．
〈37）　Ibid．，　p．167。
働　Papadakis＆Taylor－Gooby，　oρ．‘it．，　p．10．
⑬9）　lbid、，　pp．172－173．
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険と私的保険との一定の関係およびそれに規定された社会保障見直し・再編政策については残念
ながら，より本質的なメカニズムにまで立ち入って考察されていない。
　本稿では，資本主義的社会保障・社会保険と保険資本の関係およびそれによって規定・展開さ
れるダイナミズムの諸側面を解明するためのひとつの素材として，rビヴァリッジ・リポート』
の性格について若干の考察を試みた。その結果，伝統的社会政策論および社会保障論・社会福祉
論あるいは保険論における従来の理解，評価一本稿ではそれらを詳しく紹介する余裕はない
一と異なり，筆者はrビヴァリッジ・リポート』が基本的には保険・自助思想の滴養と独占的
保険会社の市場支配の促進と不可分の関係にあることを正しく認識する必要があること，したが
ってまた資本主義的社会保障・社会保険と保険資本の関係についての理論的・実証的研究が今日
の社会保障・社会福祉の後退局面を理解するためにも重要な課題として提起されることを確認し
得た。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1992年7月31日脱稿　イギリス・カンタベリーにて）
